
                      第 ５１ 号議案  

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 

 

上記の議案を提出する。 

 

    令和 ４ 年 １２ 月 １ 日 

 

 

     提出者  国 立 市 長    永 見 理 夫 

 

 

（説 明） 地方公務員法の一部改正等に伴い、６０歳を超える職員の給与

の取扱いに関する特例を設けるほか、規定の整備を行うため、条

例の一部を改正するものである。 

 

 

  職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 

 

 職員の給与に関する条例（昭和３２年１０月国立市条例第１１号）の一部

を次のように改正する。 

 

第３条に次の１項を加える。 

３ 任命権者は、全ての職員の職を前項に規定する等級別基準職務表及び規

則で定める基準に従い、第１項の給料表に掲げる職務の級のいずれかに格

付しなければならない。 

第４条第９項中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項または第２８

条の６第１項もしくは第２項」を「第２２条の４第１項」に、「再任用職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に、「給料月額の」を「基準給料月額の」

に改め、「応じた額」の次に「に、職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条

例（昭和２６年１１月国立市条例第１０号。以下「勤務時間条例」という。）

第２条第２項の規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務職員の勤



務時間を同条第１項本文に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額」を加える。 

第４条の２を削る。 

第５条の見出し中「給料」を「給与」に改め、同条第１項中「給料の」を

「給与の」に、「給料月額」を「給与」に改め、同条第２項中「給料」を「給

与」に改める。 

第８条の３第２項第２号及び第１１条第３項中「再任用短時間勤務職員」

を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第１５条第２項中「それぞれその基準日（退職し、または死亡した職員に

あつては、退職し、または死亡した日）現在において職員が受けるべき給料

月額および扶養手当の合計額（職務の級その他を考慮して規則で定める職員

については、その額に給料月額に１００分の２０を超えない範囲において規

則で定める割合を乗じて得た額を加えた額。）」を「期末手当基礎額」に改め、

同条第３項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、「同

項中「給料月額および扶養手当」とあるのは「給料月額およびこれに対する

地域手当（職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（昭和４３年３月

国立市条例第２号）附則第２項に規定する地域手当をいう。）」と、」を削り、

同条中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日（退職し、または死亡

した職員にあつては、退職し、または死亡した日）現在において職員が受

けるべき給料月額および扶養手当（定年前再任用短時間勤務職員にあつて

は、給料月額およびこれに対する地域手当（職員の給与に関する条例の一

部を改正する条例（昭和４３年３月国立市条例第２号）附則第２項に規定

する地域手当をいう。第１６条第４項において同じ。））の合計額（職務の

級その他を考慮して規則で定める職員にあつては、その額に給料月額に 

１００分の２０を超えない範囲において規則で定める割合を乗じて得た額

を加えた額）とする。 

第１６条第２項中「それぞれその基準日（退職し、または死亡した職員に

あつては、退職し、または死亡した日）現在において職員が受けるべき給料

月額およびこれに対する地域手当（職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例（昭和４３年３月国立市条例第２号）附則第２項に規定する地域手当

をいう。）の合計額（職務の級その他を考慮して規則で定める職員については、



その額に、その額に１００分の２０を超えない範囲において規則で定める割

合を乗じて得た額を加えた額。以下この条において「算定基礎額」という。）」

を「勤勉手当基礎額」に改め、「その者の」を削り、同項後段中「算定基礎額」

を「勤勉手当基礎額」に改め、同条第３項中「再任用職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改め、同条中第６項を第７項とし、第５項を第６項と

し、第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 第２項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日（退職し、または死亡

した職員にあつては、退職し、または死亡した日）現在において職員が受

けるべき給料月額およびこれに対する地域手当の合計額（職務の級その他

を考慮して規則で定める職員にあつては、その額に、その額に１００分の

２０を超えない範囲において規則で定める割合を乗じて得た額を加えた

額）とする。 

第１８条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改め、同条中「第７条」を「第４条第３項から第８項まで、第７条」に、「再

任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附則に次の見出し及び８項を加える。 

 （職員の定年引上げに伴う給料の特例措置） 

１８ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後におけ

る最初の４月１日（附則第２０項において「特定日」という。）以後、当該

職員に適用される給料表の給料月額のうち、第３条第３項に規定する当該

職員の属する職務の級並びに第４条第１項、第２項、第４項、第５項及び

第７項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額（給料の切替えに伴

う経過措置として、この条例その他の条例の規定において、異なる給料月

額の定めがある場合は当該給料月額）に１００分の７０を乗じて得た額と

する。この場合において、当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこ

れを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００

円に切り上げるものとする。 

１９ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

(１) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用され

る職員及び非常勤職員 

(２) 国立市職員の定年等に関する条例（昭和５９年６月国立市条例第 

１４号）第９条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する異



動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含む。）を延

長された同条例第６条に規定する職を占める職員 

(３) 国立市職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定に

より勤務している職員（同条例第２条に規定する定年退職日において前

項の規定が適用されていた職員を除く。） 

２０ 法第２８条の２第１項に規定する他の職への降任をされた職員であつ

て、当該他の職への降任をされた日（以下この項及び附則第２２項におい

て「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職

員のうち、特定日に附則第１８項の規定により当該職員の受ける給料月額

（以下この項において「特定日給料月額」という。）が異動日の前日に当該

職員が受けていた給料月額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、

５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未

満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとする。以下こ

の項において「基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職員（規則

で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、附則第１８項の規定

により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額

との差額に相当する額を給料として支給する。 

２１ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料

月額との合計額が第３条第３項に規定する当該職員の属する職務の級にお

ける最高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定の適用につい

ては、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるのは、「第３条第３

項に規定する当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額と

当該職員の受ける給料月額」とする。 

２２ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第１８項

の規定の適用を受ける職員に限り、附則第２０項に規定する職員を除く。）

であつて、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要がある

と認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規

則で定めるところにより、前２項の規定に準じて算出した額を給料として

支給する。 

２３ 附則第２０項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則

第１８項の規定の適用を受ける職員であつて、任用の事情を考慮して当該

給料を支給される職員との権衡上必要と認められる職員には、当分の間、



当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めるところにより、前３項の

規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

２４ 附則第２０項又は前２項の規定による給料を支給される職員に対する

第１５条第４項、第１６条第４項並びに第１７条第２項及び第３項の規定

の適用については、これらの規定中「給料月額」とあるのは、「給料月額と

附則第２０項、第２２項又は第２３項の規定による給料の額との合計額」

とする。 

２５ 附則第１８項から前項までに定めるもののほか、附則第１８項の規定

による給料月額、附則第２０項の規定による給料その他附則第１８条から

前項までの規定の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

別表第１再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

198,30

0円 

230,40

0円 

264,40

0円 

271,00

0円 

313,00

0円 

429,10

0円 

別表第２再任用職員以外の職員の項中「再任用職員」を「定年前再任用短

時間勤務職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

定年前再

任用短時

間勤務職

員 

 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

208,100円 222,400円 242,600円 

 

付 則 
 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第３条に１項を

加える改正規定は、公布の日から施行する。 

 （職員の職務延長に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の職員の給与に関する条例（以下「新条例」とい



う。）附則第１８項から第２５項までの規定は、地方公務員法の一部を改正

する法律（令和３年法律第６３号。以下「改正法」という。）附則第３条第

５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

 （定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

３ 改正法附則第４条第１項又は第２項の規定により採用された職員（以下

「暫定再任用職員」という。）の給料月額は、当該暫定再任用職員が新条例

第４条第９項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下単に「定年前

再任用短時間勤務職員」という。）であるものとした場合に適用される新条

例第３条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の欄に掲

げる基準給料月額のうち、同条第３項に規定する当該暫定再任用職員の属

する職務の級に応じた額とする。 

４ 改正法附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員（以下

「暫定再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該暫定再任用短

時間勤務職員が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用

される新条例第３条第１項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職

員の欄に掲げる基準給料月額のうち、同条第３項に規定する当該暫定再任

用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例（昭和２６年１１月国立市条例第１０号）第２条第２

項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同

条第１項本文に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

５ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間

勤務職員とみなして、新条例第１５条第３項、第１６条第３項及び第１８

条の規定を適用する。 

６ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

新条例第８条の３第２項第２号及び第１１条第３項の規定を適用する。 

７ 前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務

職員に関し必要な事項は、規則で定める。 


